
 

国 立 大 学 法 人 京 都 大 学 教 職 員 給 与 規 程 新 旧 対 照 表 

改     正     前 改     正     後 

（前 略） 

（住居手当） 

第１７条 住居手当は、次の各号のいずれかに該当

する教職員に支給する。 

(1) （略） 

(2) 第１９条第１項又は第３項の規定により単

身赴任手当を支給されている教職員で配偶者

が居住するための住宅（大学から宿舎を貸与さ

れている教職員又は国家公務員宿舎法第１３

条の規定による有料宿舎を貸与され、使用料を

支払っている教職員その他別に定める教職員

を除く。）を借り受け、月額１６，０００円を

超える家賃を支払っているもの又はこれらの

ものと権衡上必要があると認められるものと

して別に定めるもの 

２ 住居手当の月額は、次の各号に掲げる教職員の

区分に応じて、当該各号に定める額（当該各号の

いずれにも該当する教職員にあっては、当該各号

に定める額の合計額）とする。 

(1) （略） 

(2) 前項第２号に掲げる教職員 前号の規定の

例により算出した額の２分の１に相当する額

（その額に１００円未満の端数を生じたとき

は、これを切り捨てた額） 

（中 略） 

（単身赴任手当） 

第１９条 採用（平成１８年４月１日以降の採用に

限る。）及び勤務場所を異にする異動（以下「採

用等」という。）又は在勤する施設等の移転に伴

い、住居を移転し、父母の疾病その他別に定める

やむを得ない事情により、同居していた配偶者と

別居することとなった教職員で、当該採用等又は

施設等の移転の直前の住居から当該採用等又は

施設等の移転の直後に在勤する施設等に通勤す

ることが通勤距離等を考慮して別に定める基準

に照らして困難であると認められるもののうち、

単身で生活することを常況とする教職員には、採

用等の日から３年以内の期間、単身赴任手当を支

給する。ただし、配偶者の住居から在勤する勤務

場所に通勤することが通勤距離等を考慮して別

に定める基準に照らして困難であると認められ

ない場合は、この限りではない。 

 

 

２ 単身赴任手当の月額は、３０，０００円（別に

定めるところにより算定した教職員の住居と配

偶者の住居との間の交通距離（以下「交通距離」

という。）が別に定める距離以上である教職員に

あっては、その額に、７０，０００円を超えない

範囲内で交通距離の区分に応じて別に定める額

を加算した額）とする。 

 

（住居手当） 

第１７条 

 

(1) 

(2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

(1) 

(2) 

 

 

 

 

（単身赴任手当） 

第１９条 採用（平成１８年４月１日以降の採用に

限る。以下この項において同じ。）若しくは勤務

場所を異にする異動（以下「採用等」という。）

又は在勤する施設等の移転に伴い、住居を移転し、

父母の疾病その他別に定めるやむを得ない事情に

より、同居していた配偶者と別居すること（以下

「単身赴任」という。）となった教職員で、当該

採用等又は施設等の移転の直前の住居から当該採

用等又は施設等の移転の直後に在勤する施設等に

通勤することが通勤距離等を考慮して別に定める

基準に照らして困難であると認められるもののう

ち、単身で生活することを常況とする教職員には、

単身赴任手当を支給する。ただし、配偶者の住居

から在勤する勤務場所に通勤することが通勤距離

等を考慮して別に定める基準に照らして困難であ

ると認められない場合は、この限りではない。ま

た、採用に伴い単身赴任となった場合の単身赴任

手当の支給は、採用の日から３年以内に限る。 

２ （同 左） 

 

 

 

 

 

 

（同 左） 



 

改     正     前 改     正     後 

３ 第１項の規定による単身赴任手当を支給され

る教職員との権衡上必要があると認められるも

のとして別に定める教職員には、前２項の規定に

準じて、単身赴任手当を支給する。 

（後 略） 

３ （同 左） 

 

 

 

 

   附 則 

 この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

  


